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野村證券株式会社 金融公共公益法人部 〒100-8130 東京都千代田区大手町2-2-2 アーバンネット大手町ビル 

本資料に含まれる情報がもたらす一切の影響、本資料の内容に関する正確性、妥当性、法務上のコンプライアンス等につきましては、野村證券はその責を一切負いません。
本資料中の記載内容における各種法令・規則等は随時改定されますので、あくまでも参考資料としてお取り扱いください。また、記載内容における法令・規則及び表現等
の欠落・誤謬などにつきましては、野村證券はその責を一切負いません。本資料は、貴社が経営判断を行うに際して参考となると考えられる情報の提供を目的としたもの
です。経営判断における最終意思決定は貴社自身で行われるものであり、野村證券はこれに対する意見または判断を表明するものではありません。本資料のご利用に際し
ては、弁護士、公認会計士等にあらかじめその内容をご確認ください。 

(寄稿) 
 

介護事業の再生 
 

 

 

 

 

長期的な事業を前提として立ち上げた介護事業も、当初の事業モデルと現在と

で、かい離を感じ、変化への対応に苦慮する事業者も多いのではないでしょうか。 

 

経済環境の変化や人口構造の変化による労働力の不足、介護サービスに対す

る質的な要求レベルの変化、伸び続ける平均余命などによる介護利用者側ニー

ズの変化など、その要因は様々です。例えば、サービス供給体制や供給量の確

保が優先であった介護保険制度導入期においては、顕在化していなかった問題

が、後に他の産業との処遇格差が顕在化したことで、「介護職員処遇改善加算」

が設定されました。人材確保への影響を考慮するとこれらへの対応の可否で、事

業者間の格差が広がる可能性も秘めています。 

 

このような中、平成27年度の介護報酬改定は、▲2.27％という厳しいものとな

り、これまでの財務基盤の中から現実的に「介護職員処遇改善加算」に対応する

ことは難しいという事業者の声も多く聞かれ、収益性の改善が喫緊の課題となっ

ている事業者も少なくないと思われます。これは一例にすぎませんが、環境変化

への対応の可否が負のスパイラルに陥るか否かを決定づけると言っても過言では

ありません。 

 

本稿は、介護事業者の私的整理手続きや民事再生等の法的手続きにより再生

を手がけておられる親和法律事務所 弁護士 齊藤 宏和先生に「介護事業の再

生」をテーマに寄稿いただきました。 

 

本稿では、介護事業の特性を踏まえその経験に基づき、事業再生の方向性とし

て①売上の増大②経費の削減③過重債務の整理の 3 つの視点から介護事業の

改善の在り方について紹介いただき、事業再生の流れとして、私的整理から法的

整理まで、取り得る選択肢を体系的に解説いただきました。 

 

報酬体系が決められている介護事業は、急速な収益性の改善で起死回生を果

たすのは難しいです。財務基盤が脆弱になると利用者ニーズはあっても、「人」「も

の」などの問題で、ニーズに十分に応えられないということもあり、財務基盤の脆

弱さがネックになることもあります。このような状況からの脱出のヒントとして本稿

をご活用いただければ幸いです。 

 

(市川) 
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